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信
用
を
保
証
し
て
い
ま
し
た
。
電

子
文
書
が
普
及
し
た
デ
ジ
タ
ル
社

会
で
は
こ
れ
を
電
子
的
に
行
な
う

必
要
が
あ
り
、
そ
の
た
め
に
登
場

し
た
の
が
ｅ
シ
ー
ル
だ
と
い
え
る

で
し
ょ
う
。

　
ｅ
シ
ー
ル
は
、
電
子
請
求
書
や

電
子
領
収
書
な
ど
に
使
わ
れ
、
取

引
の
信
頼
性
を
保
つ
役
割
を
果
た

し
て
い
ま
す
。

電
子
署
名
と
ｅ
シ
ー
ル
は

何
が
違
う
の
か

　
ｅ
シ
ー
ル
と
い
う
言
葉
を
聞
い

た
こ
と
が
な
い
人
も
、
電
子
署
名

に
つ
い
て
は
知
っ
て
い
る
か
も
し

れ
ま
せ
ん
。
電
子
署
名
は
現
在
、

電
子
契
約
を
締
結
す
る
際
に
利
用

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

で
は
、
電
子
署
名
と
ｅ
シ
ー
ル

は
、
ど
う
違
う
の
で
し
ょ
う
か
。

　

ま
ず
、
両
者
の
共
通
点
は
、
電
子
文

書
が
改
ざ
ん
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
確

認
で
き
る
技
術
だ
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

し
か
し
、
そ
こ
に
は
い
く
つ
か
重
要

な
違
い
が
あ
り
ま
す
。

　

１
つ
目
の
違
い
は
、
法
的
な
効
力
の

有
無
で
す
。

　

電
子
署
名
は
、「
電
子
署
名
及
び
認

証
業
務
に
関
す
る
法
律
」（
以
下
、「
電

子
署
名
法
」
と
し
ま
す
）
で
定
義
さ
れ

ｅ
シ
ー
ル
と
は
何
か

　

こ
と
し
の
４
月
に
、
総
務
省
は
「
ｅ

シ
ー
ル
に
係
る
指
針
」
を
改
定
し
、
ｅ

シ
ー
ル
は
図
表
１
の
よ
う
に
定
義
さ
れ

ま
し
た
。

て
い
ま
す
。

　

電
子
署
名
が
行
な
わ
れ
た
場
合
、
電

子
署
名
法
に
よ
り
文
書
の
成
立
の
真
正

（
本
人
の
意
思
に
基
づ
き
作
成
さ
れ
た

も
の
）
が
推
定
さ
れ
ま
す
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
ｅ
シ
ー
ル
は
法
律

上
の
定
義
は
さ
れ
て
お
ら
ず
、
法
的
な

効
力
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

２
つ
目
の
違
い
は
、
証
明
の
対
象
が

何
か
と
い
う
点
に
あ
り
ま
す
。

　
ｅ
シ
ー
ル
は
、「
発
行
元
」
を
証
明

　

簡
単
に
い
え
ば
、
ｅ
シ
ー
ル
と
は
企

業
の
「
角
印
」
の
電
子
版
で
あ
り
、
電

子
文
書
の
発
行
元
と
、
そ
の
文
書
が
改

ざ
ん
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
保
証
す
る

た
め
の
電
子
デ
ー
タ
で
す
。

　

従
来
、
法
人
名
義
の
紙
の
文
書
に
は

角
印
を
押
印
す
る
こ
と
で
、
発
行
者
の

社印や組織印の電子版に相当するしくみである「eシール」
について、国認定の制度が2024年度中にはじまります。e
シール認証のしくみや想定される活用方法を解説します。

弁護士法人咲くやこの花法律事務所
弁護士

池 内 康 裕

※本稿は2024年11月5日時点の
　情報に基づいています

図表 1 総務省による「eシール」の定義

　「ｅシール」とは、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他
人の知覚によっては認識することができない方式でつくられる記
録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい
う）に記録された情報（以下「電子データ」という）に付与された
または論理的に関連付けられた電子データであって、次の要件の
いずれにも該当するものをいう

１  当該情報の出所または起源を示すためのものであること

２  当該情報について改変が行なわれていないかどうか確認するこ
とができるものであること

2024年度中に
認証制度がはじまる

「ｅシール」とは？
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す
る
も
の
で
す
。
他
方
、
電
子
署
名
は

「
署
名
者
本
人
が
電
子
文
書
を
作
成
し

た
こ
と
」、
そ
し
て
「
電
子
文
書
に
示

さ
れ
た
意
思
表
示
が
本
人
に
よ
る
も
の

で
あ
る
こ
と
」
を
証
明
す
る
も
の
で
す

（
図
表
２
）。

　

こ
こ
で
は
、「
意
思
表
示
」
の
証
明

に
つ
い
て
、
着
目
し
ま
し
ょ
う
。

　
「
意
思
表
示
」
と
は
、
一
定
の
法
律

効
果
（
た
と
え
ば
売
買
契
約
）
を
発
生

さ
せ
る
た
め
の
意
思
を
表
明
す
る
行
為

の
こ
と
で
す
。

　

普
段
は
意
識
さ
れ
て
い
な
い
か
も
し

れ
ま
せ
ん
が
、
企
業
が
発
行
す
る
文
書

に
は
、
意
思
表
示
が
記
載
さ
れ
て
い
る

も
の
と
、
そ
う
で
な
い
も
の
の
２
種
類

が
あ
り
ま
す
。

　

意
思
表
示
が
記
載
さ
れ
た
文
書
の
代

表
的
な
も
の
に
は
、
契
約
書
、
契
約
解

除
通
知
書
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

意
思
表
示
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
文

書
の
代
表
的
な
も
の
に
は
、
請
求
書
、

領
収
書
、
見
積
書
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る

で
し
ょ
う
。

　

意
思
表
示
は
、
自
然
人
（
個
人
）
し

か
行
な
え
な
い
と
考
え
ら
れ
て
い
ま

す
。
そ
の
た
め
、
企
業
間
の
契
約
書
に

は
法
人
名
だ
け
で
な
く
、
意
思
表
示
を

行
な
う
権
限
を
持
つ
代
表
者
の
名
前
が

記
載
さ
れ
ま
す
。

　

一
方
、
請
求
書
や
領
収
書
、
見
積
書

な
ど
、
意
思
表
示
が
不
要
な
文
書
に

は
、
法
人
名
だ
け
の
記
載
で
も
問
題
あ

り
ま
せ
ん
。
代
表
者
名
や
担
当
者
名
を

記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
（
も
ち

ろ
ん
、記
載
し
て
も
か
ま
い
ま
せ
ん
）。

　

で
は
、
次
の
場
合
は
、
ど
ち
ら
を
使

う
べ
き
で
し
ょ
う
か
。

　

電
子
契
約
に
は
意
思
表
示
が
必
要
で

す
。
そ
し
て
、
意
思
表
示
は
自
然
人
し

か
行
な
え
ま
せ
ん
。

　

電
子
署
名
は
、
電
子
文
書
に
示
さ
れ

た
意
思
表
示
が
本
人
に
よ
る
も
の
で
あ

電
子
契
約
に
は
、ｅ
シ
ー
ル
と
電
子

署
名
の
ど
ち
ら
を
使
う
べ
き
か
？

　
　
電
子
署
名

A

る
こ
と
を
証
明
し
ま
す
。

　

一
方
、
ｅ
シ
ー
ル
に
は
意
思
表
示
を

証
明
す
る
機
能
が
な
く
、
電
子
契
約
に

適
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

電
子
署
名
法
で
は
、
電
子
署
名
の
利

用
者
は
自
然
人
に
限
ら
れ
て
い
ま
す
。

法
人
自
体
は
電
子
署
名
を
行
な
う
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
法
人
名
の
み
が
記
載
さ

れ
た
文
書
に
は
、
ｅ
シ
ー
ル
が
適
し
て

い
る
の
で
す
。

ｅ
シ
ー
ル
の
活
用
法
・メ
リ
ッ
ト

　
ｅ
シ
ー
ル
は
、
企
業
が
発
行
す
る
請

求
書
、
領
収
書
、
見
積
書
な
ど
の
文
書

に
幅
広
く
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。
最
大

の
利
点
は
、
生
産
性
の
向
上
で
す
。

　

総
務
省
に
よ
り
こ
と
し
4
月
に
策
定

さ
れ
た
「
ｅ
シ
ー
ル
に
係
る
検
討
会
最

終
取
り
ま
と
め
」
で
は
、
文
書
の
発
行

元
確
認
に
係
る
人
件
費
や
、
印
刷
・
郵

送
費
、
複
写
紙
の
コ
ス
ト
削
減
に
よ

り
、
従
来
の
プ
ロ
セ
ス
で
発
生
し
て
い

た
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
約
４
割
が
削
減

法
人
名
の
み
記
載
さ
れ
た
請
求
書

や
領
収
書
、
見
積
書
に
は
、
ｅ
シ

ー
ル
と
電
子
署
名
の
ど
ち
ら
を
使

う
べ
き
か
？

　
　
ｅ
シ
ー
ル

A

で
き
た
事
例
が
紹
介
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

例
を
挙
げ
る
と
、
印
鑑
を
押
す
た
め

だ
け
に
出
社
し
て
い
た
の
が
、
ｅ
シ
ー

ル
と
電
子
文
書
に
よ
っ
て
、
テ
レ
ワ
ー

ク
中
で
も
業
務
を
進
め
る
こ
と
が
可
能

に
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
に
よ
り
、

印
刷
や
郵
送
に
か
か
る
コ
ス
ト
も
削
減

さ
れ
ま
す
。
特
に
、
大
量
の
文
書
に
対

し
て
機
械
的
か
つ
自
動
的
に
ｅ
シ
ー
ル

を
付
与
で
き
る
た
め
、
人
的
リ
ソ
ー
ス

を
削
減
し
、
業
務
の
効
率
化
が
期
待
で

き
ま
す
。

　
ｅ
シ
ー
ル
は
個
人
で
は
な
く
企
業
に

紐
づ
い
て
い
る
た
め
、
担
当
者
が
変
更

さ
れ
て
も
再
発
行
す
る
必
要
が
な
く
、

引
き
続
き
利
用
可
能
で
す
。

　

さ
ら
に
、
担
当
者
名
を
表
示
す
る
必

要
が
な
い
た
め
、
従
業
員
の
個
人
情
報

の
保
護
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。
こ
れ
に

よ
り
、
カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対

策
と
し
て
の
効
果
も
期
待
で
き
ま
す
。

ｅ
シ
ー
ル
認
定
制
度

　

前
述
の
と
お
り
、
ｅ
シ
ー
ル
に
は
多

く
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
が
、
現
状

で
は
普
及
が
十
分
と
は
い
え
ま
せ
ん
。

現
在
は
、
民
間
の
認
証
局
が
政
府
の
指

針
を
参
考
に
、
認
証
業
務
を
行
な
っ
て

い
ま
す
。

図表 2 eシールと電子署名の違い

発行元 非改ざん 法的効力 意思表示

ｅ
シ
ー
ル

電
子
署
名
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し
か
し
、
こ
れ
ら
の
認
証
局
の
信
頼

性
を
、
国
が
公
式
に
認
定
す
る
仕
組
み

は
ま
だ
存
在
し
て
い
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
ｅ
シ
ー
ル
の
信
頼
性
を

高
め
、
さ
ら
に
普
及
さ
せ
る
た
め
に
、

政
府
は
年
内
に
総
務
大
臣
に
よ
る
認
定

制
度
を
設
け
る
予
定
で
す
。

　

こ
の
新
し
い
認
定
制
度
で
は
、
ｅ
シ

ー
ル
は
「
保
証
レ
ベ
ル
1
」
と
「
保
証

レ
ベ
ル
2
」
の
2
つ
の
レ
ベ
ル
に
区
別

さ
れ
る
予
定
で
す
（
図
表
３
）。

　

総
務
大
臣
の
認
定
を
受
け
た
「
保
証

レ
ベ
ル
2
」
の
ｅ
シ
ー
ル
は
、
高
い
信

頼
性
を
持
ち
、
重
要
な
取
引
や
国
へ
提

出
す
る
申
請
書
類
な
ど
に
使
用
さ
れ
る

予
定
で
す
。

　

一
方
、
認
定
が
な
く
て
も
低
コ
ス
ト

で
大
量
に
発
行
で
き
る
「
保
証
レ
ベ
ル

1
」
の
ｅ
シ
ー
ル
は
、
日
常
的
な
取
引

に
適
し
て
お
り
、
簡
易
な
手
続
き
で
発

行
で
き
る
予
定
で
す
。

　

本
稿
執
筆
時
点
で
は
、
こ
の
認
定
制

度
は
ま
だ
開
始
さ
れ
て
お
ら
ず
、
制
度

の
詳
細
は
有
識
者
会
議
で
議
論
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

最
終
的
な
内
容
は
確
定
し
て
い
な
い

た
め
、
今
後
の
議
論
に
よ
っ
て
変
更
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
が
、
現
在
予

定
さ
れ
て
い
る
制
度
に
つ
い
て
説
明
し

て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
ｅ
シ
ー
ル
の
認
定
を
受
け
る
た
め
に

は
、
事
業
者
に
よ
っ
て
、
政
府
が
定
め

た
基
準
に
従
っ
て
認
証
業
務
が
行
な
わ

れ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
認
定
を
受
け
る
事
業
者
は
、

安
定
し
た
経
理
基
盤
を
持
ち
、
業
務
を

継
続
的
に
行
な
え
る
技
術
的
能
力
も
備

え
て
い
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
こ

で
い
う
「
安
定
し
た
経
理
基
盤
」
と
い

う
の
は
、
債
務
超
過
が
な
い
こ
と
や
、

賠
償
保
険
に
加
入
し
て
い
る
こ
と
を
指

し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
基
準
を
満
た
し
て
い
る
か

ど
う
か
は
、
総
務
大
臣
が
指
定
す
る
調

査
機
関
が
調
査
し
ま
す
。

　

認
定
を
受
け
た
事
業
者
は
、
運
用
規

程
を
公
表
す
る
義
務
が
あ
り
、
さ
ら
に

毎
年
、
総
務
大
臣
に
業
務
運
用
の
状
況

を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
一

度
認
定
さ
れ
て
も
、
2
年
ご
と
に
更
新

を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
厳
し
い
基
準
を
設
け
る
こ

と
で
、
ｅ
シ
ー
ル
の
信
頼
性
を
担
保
す

る
と
し
て
い
ま
す
。

　

認
定
制
度
が
開
始
さ
れ
れ
ば
、
電
子

文
書
の
重
要
度
に
応
じ
て
、
保
証
レ
ベ

ル
1
ま
た
は
2
の
ｅ
シ
ー
ル
を
使
い
分

け
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
ｅ
シ
ー
ル
の
信
用
性
が

担
保
さ
れ
、
民
間
で
の
利
用
促
進
に
つ

な
げ
る
と
い
う
の
が
政
府
の
狙
う
と
こ

ろ
で
す
。

い
け
う
ち　
や
す
ひ
ろ　
２
０
１
３
年
弁
護
士
登
録
。
90
社
を
超
え
る
企
業
・
団
体
の
顧
問
弁
護
士
と
し
て
、企
業
・
団
体
の
人
事
・
労

務
問
題
を
中
心
と
す
る
問
題
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
著
書
に
『
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
の
た
め
の
就
業
規
則
作
成
・
変
更
の
実
務
』（
清
文
社
）。

図表 3 eシールの保証レベル（案）

設備・技術・運用基準 eシール用認証業務の
適合性評価 eシールの保証レベル

総務大臣による基準を
定めない

例）
・民間認証局独自の基準
・民間団体が定める基準　等

eシール用認証業務 レ
ベ
ル
１

・日常取引の領収書、請求書
・見積書、納品書、受領書
・デジタル名刺
・企業間でやり取りされる一般的な
データ

総務大臣が定めた
設備・技術・運用基準を

満たすもの

認定された
eシール用認証業務

（認定eシール用認証業務）

認証業務のうち、総務大臣が
定める基準に適合するものと
して認定を受けたもの

総務大臣の認定を受けてい
ない認証業務

レ
ベ
ル
２

・重要な取引に係る領収書
・重要な取引に係る請求書
・国への各種申請書類
・財務諸表　
・残高証明書

総務大臣の認定を経ずに、より低コ
スト・簡易な手続きで大量発行され
るeシール

総務大臣の認定を経た認証業務に
よって保証されるeシール


